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特集Ⅰ：地域別将来人口推計

地域別将来推計人口の精度評価

―回帰モデルによる推計誤差の空間的特性の検証―

鎌田健司・小池司朗・菅桂太・山内昌和＊

Ⅰ．はじめに

一般に，将来推計人口は過去の趨勢を将来に投影（projection）するものであるため，

推計結果とその後の実績値との差（推計誤差）は「誤り」となるわけではない．しかし，

地方自治体を対象とした国立社会保障・人口問題研究所（以下，社人研）の「地域別将来

推計人口」（以下，地域推計）は，都市計画，地方人口ビジョンなど各種計画の基となる

予測値（forecast）として利用されており，推計誤差の情報それ自体が利用者にとっては

有用な情報になりえる．これらを踏まえるならば，推計誤差について検討することは有意

義な試みであるといえる（山内・小池 2015）．

従来の地域別にみた将来推計人口の推計誤差に関する研究は二つに分けることができる．

一つは，推計値と実績値の誤差率をもとに，性別や年齢，人口規模，推計期間等を考慮し
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本稿は国立社会保障・人口問題研究所が実施・公表する「地域別将来推計人口」の精度評価とし

て，推計結果とその後の実績値との差（推計誤差）に関する2種類の誤差率（APE，ALPE）を

用いて，これまでの傾向ならびに回帰モデルによる推計誤差の空間的特性の検証を行った．分析対

象は，都道府県は1985～2010年，市区町村は2000～2010年を基準とする推計の結果である．

推計誤差のこれまでの傾向は，近年になるほど少子高齢化の影響を受けて推計誤差が縮小傾向に

あること，基本的属性からみると人口規模が小さくなるほど誤差率が高くなる傾向であること，東

京圏を中心とする大都市圏では誤差率は小さいものの過小推計になる傾向が観察され，奈良県など

の特定の県の中山間地域など小規模な地域自治体では過大推計になることが明らかとなった．

推計誤差の空間的特性の検証を行った結果，（1）推計誤差の空間的自己相関については，都道府

県では推計期間が短い場合に検出され，市区町村別では明確な空間的従属性が存在することが明ら

かとなった．したがって市区町村別の推計誤差を回帰モデルで評価する場合は，空間誤差モデルな

ど空間計量経済モデルを用いる必要性がある．（2）空間的異質性については，独立変数の偏回帰係

数が地域によって異なるといった傾向は検出されなかったため，ローカル推定を行う必要性はない

ことがわかった．

【キーワード】地域別将来推計人口，推計誤差，空間的自己相関，空間的異質性
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つつ推計誤差率の統計的特性（平均・中央値・10パーセンタイル，90パーセンタイルなど）

について検討する研究である（Wilson2012，Smithetal.2013，StatisticsNewZealand

2016，Yamauchietal.2016など）．このうち山内・小池（2015）と Yamauchietal.

（2016）では，平成17（2005）年までの国勢調査をもとにした社人研の地域推計の誤差の

傾向の整理及び諸外国の推計結果との比較を行い，近年の推計になるほど推計誤差が縮小

傾向に推移していることや諸外国に比べて社人研の地域推計の推計誤差は大きくないこと

などを示している．

もう一つは，本稿が関心を寄せる回帰モデルを用いて推計誤差率の規定要因を検討する

研究である（TaymanandSwanson1996,Taymanetal.2011など）．たとえばTayman

etal.（2011）は，推計誤差率を従属変数とし，推計対象地域の人口規模，人口増加率，

推計期間などを独立変数とした最小二乗法（OLS）によるモデル推定を行うことによっ

て各独立変数の影響の評価を行っている．これらの研究を通じて，他の変数の影響を統制

した上での独立変数の効果を定量的に評価できる点や独立変数間の影響の強弱に関する情

報を得ることができる．ただし，OLSによるモデル推定を地域データに適用する場合，

空間的な特性を適切に考慮できなければモデル推定の結果を歪めることになりかねないに

もかかわらず，既存研究はその点を十分に考慮できていなかった．

OLSに代表される回帰モデルを地域データに適用してモデル推定を行う場合，回帰モ

デルの誤差項に独立変数との空間的自己相関が生じてしまい，推定値にバイアスを生じさ

せることがある．ここで空間的自己相関とは，地域間の距離が近いほど似たような値にな

るという空間的特性の一種である．空間的自己相関がモデルの誤差項と独立変数の間に観

察されると，OLSが仮定する誤差項が独立かつ同一の分布に従うという仮定（i.i.d.）が

満たされないことから，推定値にバイアスを生じさせてしまう．このような地域データ特

有の問題を処理するためには，空間計量経済学的手法を導入する必要がある（Anselin

2005）．一般に，人口移動の発生頻度は移動距離と逆相関し，特定地域に人口集中が起こ

るとき，その近隣地域で移動率が高くなることが考えられる．また，人口移動は必ずしも

行政区域単位で単一で起こるわけではなく，連続的に変化していると考えられる．そのた

め，行政区域単位で測定した移動率の誤差には空間的な相関等の非独立性が生じている可

能性があり，そのような影響が推計誤差の空間分布に及ぼされることが考えられる．

そこで本稿では，回帰モデルを用いた推計誤差の評価研究に手法的改善を提案すること

を目的として，回帰モデルを用いた地域推計の推計誤差の評価を行う際に課題となる以下

の二つの空間的特性に着目し，推計誤差の空間的特性の有無及びその対処方法について検

討する．

空間的特性の一つ目は空間的自己相関（SpatialAutocorrelation）である．空間的自

己相関は，上述したように地域の距離が近いほど似たような属性値を示す正の空間的自己

相関と距離が近いほど異なる属性値を示す負の空間的自己相関に代表される空間的特性で

ある（AnselinandBera1998）．正の空間的自己相関はTobler（1970）の地理学におけ

る第一法則として知られており，空間分布の最も基本的な特性といえる．空間的自己相関

―42―



のあるデータを用いて回帰モデルを行う場合の空間計量経済モデルによる対処には，誤差

項に空間的隣接行列による加重を用いて空間的自己相関を調整する空間誤差モデル

（SEM：SpatialErrorModel）がある．

もう一つの空間的特性は空間的異質性（SpatialHeterogeneity）である．空間的異質

性は，主に統計モデルとして評価する場合に推定値の空間分布が安定せず，モデルの誤差

項の分散が空間的に不均一となる特性である（Anselin1988，瀬谷・堤 2014）．すなわ

ち OLSによって推定された偏回帰係数が地域によって異なるという空間的非定常性

（spatialnon-stationarity）が存在することを意味し，偏回帰係数の空間的分布を許容す

るローカル推定を行う地理的加重回帰モデル（GWR :GeographicallyWeighted

Regression） によってその検証が可能である （Brunsdon etal.1996，1999，

Fotheringhametal.2002）．

本稿の構成は下記の通りである．Ⅱでは社人研が実施する地域別将来推計人口の概要と

推計誤差の傾向，推計誤差の精度評価の先行研究について説明する．Ⅲでは分析計画とし

て，空間的特性を検証するための統計的検定指標，統計モデルを説明し，Ⅳでは分析結果

を示す．Ⅴでは全体のまとめと今後の課題を示す．

Ⅱ．社人研が実施する地域別将来推計人口の概要と推計誤差の傾向

1． 地域別将来推計人口の概要

社人研の地域推計は，旧厚生省人口問題研究所が実施した1985年の国勢調査を基準人口

とした「昭和62年1月推計」から開始され，2015年の国勢調査を基準人口とした「平成30

年推計」で都道府県推計としては7回目となる．市区町村推計については2000年の国勢調

査を基準人口とした「平成15年12月推計」から開始され，「平成30年推計」で4回実施さ

れている（表1）．

市区町村推計の対象地域数は，2000年の国勢調査時点では3,245市区町村あったものが，

2015年の国勢調査では2005年前後の平成の大合併の影響もあり1,798市区町村（東京23区

（特別区）および12政令市の128区，766市，713町，168村）と推計年次によって大きく異

なる．2010年の国勢調査を基準とした「平成25年3月推計」及び2015年の国勢調査を基準

とした「平成30年推計」では市区町村別の推計結果を都道府県ごとに積み上げた結果を都

道府県推計結果と同時に公表した．ただし，両推計では，福島県は2011年の東日本大震災

の原子力発電所事故による避難指示区域の設定や人口移動傾向を見通すことが困難である

ため市町村推計を行わず県全体のみの公表である．

推計手法はいずれの推計もコーホート要因法である．出生や死亡の将来の動向について

は，全国と地域の相対的較差を用いて全国の動向と連動した仮定値が設定されている．出

生仮定は，1985～2005年の国勢調査を基準とした都道府県推計では年齢別出生率を用い，

2010・2015年の国勢調査を基準とした市区町村別推計では，子ども女性比を用いた推計を

行った上で，市区町村別人口の合計を都道府県推計結果としている．そのため，当該年に
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ついては都道府県の年齢別出生率の作成は行っていない．移動仮定は，原則として過去5

年間の動向を基に平成25年3月推計までは純移動率モデルが用いられ，平成30年推計では

多地域モデルの1つである「プールモデル」（小池 2015，2016，国立社会保障・人口問題

研究所 2018）による推計がなされた．推計の結果は，基本仮定に沿った推計結果（本推

計）と，純移動率が0とする封鎖人口を仮定した推計結果が公表されている．その他，地

域推計実施の経緯や詳細は山内・小池（2014）を参照されたい．

2． 地域別将来推計人口の推計誤差の傾向

推計誤差の評価に用いる指標は誤差率ALPE（AlgebraicPercentError）と誤差率の

絶対値APE（AbsolutePercentError）である．ALPEは推計値と実績値の差を実績値

で除した誤差率（％）であり，「バイアス」（bias）の指標，APEはALPEを絶対値で示

した「正確性」（precision）の指標として以下のように定義される（Taymanetal.2011）．

これらの指標はSmith（1987）やSmithandShincich（1988）をはじめとする推計精度

の評価研究において一般的に用いられる指標である．ALPEは正負の符号を持ち，正の

推計誤差は推計値が実績値を上回る過大推計を，負の推計誤差は推計値が実績値を下回る

過小推計を示す．

ALPE・,i・
ePx,i・aPx,i

aPx,i

・100

APE・,i・
・ePx,i・aPx,i・

aPx,i

・100

P：総人口，e：推計値，a：実績値，・：年齢，i：都道府県もしくは市区町村
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表１ 厚生省人口問題研究所・社人研による地域別将来推計人口の概要

実施機関 公表年月 対象地域 地域数 基準年
推計
期間

厚生省人口問題研究所 1987年1月 都道府県 47 1985年 40年

厚生省人口問題研究所 1992年10月 都道府県 47 1990年 20年

国立社会保障・人口問題研究所 1997年5月 都道府県 47 1995年 30年

国立社会保障・人口問題研究所 2002年3月 都道府県 47 2000年 30年

国立社会保障・人口問題研究所 2007年5月 都道府県 47 2005年 30年

国立社会保障・人口問題研究所 2013年3月 都道府県 47 2010年 30年

国立社会保障・人口問題研究所 2018年3月 都道府県 47 2015年 30年

国立社会保障・人口問題研究所 2003年12月 市区町村 3,245 2000年 30年

国立社会保障・人口問題研究所 2008年12月 市区町村 1,805 2005年 30年

国立社会保障・人口問題研究所 2013年3月 市区町村 1,799 2010年 30年

国立社会保障・人口問題研究所 2018年3月 市区町村 1,798 2015年 30年

資料：厚生省人口問題研究所（1987;1992），
国立社会保障・人口問題研究所（1997;2002;2003;2007;2008;2013;2018）

注：市区町村推計において，基準年2010年及び2015年の地域数には，12政令市（北海道
札幌市，宮城県仙台市，千葉県千葉市，神奈川県横浜市，神奈川県川崎市，愛知県
名古屋市，京都府京都市，大阪府大阪市，兵庫県神戸市，広島県広島市，福岡県北
九州市，福岡県福岡市の128区）の区別の推計結果が含まれる．



本稿では，集計及び分析対象となる推計は，都道府県は基準年を1985～2010年とするも

の（以下，基準年で区別してX年基準推計と呼ぶ），市区町村は2000～2010年である．市

区町村推計における対象地域数は，統計量の集計と回帰モデルで一部異なる．詳細は各図

表にて明示する．

表2は基準年別，推計期間別の都道府県APEについて，中央値と90パーセンタイルの

値を示している．APEの傾向は推計期間が短いほど誤差率は小さく，さらに近年の推計

になるほど小さい．地域推計の結果は移動率による変動が大きいため，原則的に直近5年

間の移動傾向を将来に投影している社人研の推計においては，移動傾向に変化が生じると

推計期間が長くなるに従って誤差率が上昇する．また，近年ほど誤差率が低い点について

は，少子高齢化によって誤差率の高い0～4歳人口及び10代後半から20代前半の人口が減

少傾向にあり，総人口に及ぼす影響が縮小しているためと考えられる（山内・小池 2015）．

都道府県別にみたAPEの範囲は，推計期間5年で0.3％～1.4％，推計期間10年では1.0

％～2.1％，推計期間15年では2.1％～2.8％，推計期間20年では2.9％～4.5％，推計期間25

年は6.6％，推計期間30年は8.5％である．

1990年基準年推計はバブル経済の影響で国内人口移動の傾向がそれ以前と異なっていた

こともあり推計期間を20年とし，年齢別純移動率の水準を長期的に低下させる仮定を導入

している（山内・小池 2014）．その結果，短期的な誤差率は高いものの，長期的には1985

年・1995年と比べて誤差率の中央値は低い水準である．ただし，90パーセンタイルの数値

についてみると1990年基準推計の誤差率は他の推計に比べてやや高めであり，一部の地域

では大きな誤差が生じており誤差分布のばらつきが大きい．

表3には市区町村のAPEの中央値・90パーセンタイル値の範囲について，基準人口の

規模を1万人未満，1万人～10万人未満，10万人以上の3区分で示している．市区町村の

APEの中央値は推計期間5年で1.2％～1.7％，推計期間10年で2.4％～3.5％，推計期間15

年は5.7％である．

市区町村のAPEの中央値を基準人口の規模別にみると，人口規模が小さくなるほど

APEは大きくなる傾向がみられる．推計期間5年では基準人口の規模が1万人未満では

1.9～2.1％，1万～10万人未満では1.0％～1.5％，10万人以上では0.9％～1.3％，推計期間

10年では基準人口の規模が1万人未満では4％程度，1万～10万人未満では2.2％～3.1％，

10万人以上では1.8％～2.7％，推計期間15年では，1万人未満では6.8％，1万～10万人未

満では5.2％，10万人以上では4.0％であった．
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表4には基準年別，推計期間別，都道府県別の将来推計人口のALPEを示している．

特徴的な結果としては，東京都における過小推計（推計人口＜実績人口），奈良県におけ

る過大推計（推計人口＞実績人口）が続いている点がある．市区町村別にみると東京都は

特別区（千代田区，中央区，港区など）において過小推計となっている他，奈良県では南

部の中山間地域（上北山村，下市町，黒滝村など）において過大推計となっている傾向が

観察される．茨城県，埼玉県，千葉県，神奈川県といった東京周辺県は推計期間が15年よ

り短い場合に過小推計となっており，近年の東京圏一極集中の傾向が2010～15年でより一

層進んだ結果を反映している一方で，推計期間が20年以上では過大推計の傾向がみられ，

1990年代における郊外化の傾向が2000年代に入り落ち着き，一転，都心回帰の傾向を示し

ていることによる影響がうかがえる．

1990年基準推計の結果は他の推計結果と異なる誤差率の傾向がみられ，首都圏や愛知県，

兵庫県などで過大推計，その他の道府県は過小推計であり，バブル経済とその崩壊後に国

内の人口移動傾向が変化したことの影響がでているものと考えられる．また，2010年基準
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表２ 基準年別，推計期間年別，都道府県別にみたAPEの中央値・90パーセンタイル値

基準年

中央値（APE,％） 90パーセンタイル（APE,％）

推計期間（年） 推計期間（年）

5年 10年 15年 20年 25年 30年 5年 10年 15年 20年 25年 30年

1985年 0.9 1.5 2.8 4.5 6.6 8.5 1.9 3.0 5.8 9.5 11.4 15.1

1990年 1.4 2.1 2.5 2.9 2.3 3.9 8.1 10.2

1995年 0.6 1.5 3.1 4.4 1.9 4.5 6.7 10.0

2000年 0.6 1.3 2.1 1.6 3.4 6.0

2005年 0.5 1.0 1.2 2.3

2010年 0.3 1.1

表３ 基準年別，推計期間年別，人口規模別，市区町村別にみたAPEの中央値・90パーセンタイル値

基準年
地域
数

推計
期間
（年）

中央値（APE,％） 90パーセンタイル（APE,％）

基準人口の規模（人） 基準人口の規模（人）

総数
1万人
未満

1万～
10万人
未満

10万人
以上

総数
1万人
未満

1万～
10万人
未満

10万人
以上

2000年 3,244 5 1.7 1.9 1.5 1.3 4.8 5.5 4.2 3.6

2005年 1,805 5 1.3 2.1 1.2 1.0 4.1 6.8 3.3 3.0

2010年 1,682 5 1.2 2.0 1.0 0.9 3.8 5.7 3.1 2.9

2000年 3,244 10 3.5 4.0 3.1 2.7 9.4 10.9 8.1 7.5

2005年 1,796 10 2.4 4.1 2.2 1.8 7.9 11.6 6.7 5.6

2000年 3,232 15 5.7 6.8 5.2 4.0 15.2 17.9 12.9 10.9

注：基準年2000年の新潟県山古志村は2004年の中越地震により多大な被害を受けたため，集計から除外した．
基準年2010年で区別に推計されている12政令市は市単位で集計した．
基準年2010年（推計期間5年）では，福島県内市町村の推計が行われていない.
基準年2005年（推計期間10年）では，原発事故による避難準備区域等による指定を受けた福島県9町村
（広野町，楢葉町，富岡町，川内村，大熊町，双葉町，浪江町，梶尾村，飯舘村），3地区（南相馬市鹿
島地区・小高地区，田村市都路地区）を除いて集計した.
基準年2000年（推計期間15年）では，上記の福島県9町村を除いて集計した.
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表４ 基準年別，推計期間別にみた都道府県別ALPE
（％）

基準年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年

推計期間 5年 5年 5年 5年 5年 5年 10年 10年 10年 10年 10年

北海道 1.6 -2.2 0.3 0.1 0.1 -0.4 1.5 -3.4 0.8 0.6 -0.4

青森県 2.0 -3.5 -0.5 2.0 0.9 -0.2 1.0 -6.8 0.8 5.2 1.6

岩手県 1.0 -2.1 -0.3 1.7 0.9 -1.0 0.2 -3.9 0.9 4.5 0.9

宮城県 0.1 -1.3 1.2 1.6 -0.6 -1.2 -0.2 -0.8 3.8 2.8 -1.8

秋田県 0.8 -2.1 0.0 1.3 0.7 0.0 -0.2 -3.6 1.1 3.5 1.4

山形県 0.0 -1.4 0.2 0.8 0.8 -0.7 -0.7 -2.1 1.2 2.6 0.9

福島県 0.1 -1.4 1.0 1.0 0.5 -0.1 -0.6 -1.1 3.0 2.7 3.2

茨城県 0.7 -0.5 2.4 1.1 -1.2 0.2 1.9 2.0 5.9 1.2 -1.5

栃木県 -0.7 0.2 1.0 0.2 -0.1 0.0 -0.5 2.1 2.2 0.7 0.2

群馬県 0.5 -0.2 0.5 0.4 -0.3 -0.1 1.5 0.6 1.7 0.7 -0.6

埼玉県 -2.1 3.0 2.3 0.6 -1.6 -0.8 -0.2 9.5 5.4 -0.1 -3.2

千葉県 -0.5 2.8 1.6 -0.3 -1.7 -0.5 3.0 8.1 2.9 -2.0 -2.2

東京都 1.2 0.5 -4.2 -2.2 -1.9 -1.2 3.1 -3.1 -10.4 -5.5 -3.4

神奈川県 -0.6 3.4 -0.4 -1.1 -1.0 0.2 3.2 6.9 -1.9 -2.6 -1.2

新潟県 0.2 -1.5 0.6 0.9 -0.4 -0.3 -0.6 -2.0 2.1 1.7 -0.8

富山県 0.1 -0.8 0.3 0.2 -0.3 -0.2 0.0 -1.1 0.7 0.4 -0.8

石川県 0.9 -0.8 0.8 0.0 -1.3 -0.1 1.6 -0.5 1.8 -1.1 -2.3

福井県 1.4 -0.5 -0.2 0.6 0.1 -0.2 3.0 -0.7 0.1 1.3 0.1

山梨県 0.6 -1.8 2.3 0.5 1.0 0.3 0.3 -0.8 5.2 2.3 2.2

長野県 0.7 -1.4 0.6 1.1 0.1 -0.4 0.5 -1.7 2.7 2.5 -0.2

岐阜県 0.8 -0.5 0.9 -0.1 0.1 0.2 1.8 0.3 1.8 0.1 0.4

静岡県 0.0 0.1 0.6 -0.5 0.2 -0.1 0.9 1.5 0.9 -0.5 0.3

愛知県 -0.4 0.3 -0.5 -1.3 -0.6 -0.2 0.4 0.8 -2.1 -2.8 -1.2

三重県 0.2 -0.9 1.6 -0.3 0.0 0.3 0.1 0.1 3.0 -0.3 0.4

滋賀県 0.1 -0.4 0.6 1.1 -0.7 0.5 0.8 0.4 2.6 2.2 -0.5

京都府 1.0 -0.7 -0.4 0.3 -0.3 0.2 1.6 -1.1 -0.7 0.4 -0.8

大阪府 0.9 -0.4 -1.5 -0.4 -1.5 -0.4 2.1 -0.2 -3.4 -2.2 -2.9

兵庫県 -0.5 1.9 0.6 0.5 -0.4 0.0 1.8 1.2 2.2 1.0 -0.9

奈良県 1.3 0.2 2.5 2.1 -0.8 0.4 4.1 3.7 7.3 3.4 -1.2

和歌山県 0.4 -2.2 1.0 1.8 -0.8 -0.2 -0.8 -2.9 4.0 2.9 -1.6

鳥取県 0.9 -1.0 -0.5 0.6 1.2 -1.1 1.4 -1.6 -0.5 2.7 1.2

島根県 1.9 -1.4 -0.5 1.0 -0.1 -1.0 3.0 -2.9 0.1 2.2 -0.9

岡山県 1.2 -1.5 0.9 -0.5 -0.2 -0.4 1.5 -1.6 1.3 -0.7 -0.6

広島県 0.9 -0.7 0.8 -0.3 -0.7 -0.7 2.1 0.2 1.2 -0.9 -2.1

山口県 1.8 -1.7 0.1 0.4 -0.5 -0.4 2.7 -2.5 0.3 0.5 -1.3

徳島県 0.7 -1.4 0.6 0.5 0.4 0.0 0.6 -1.9 1.5 1.6 0.8

香川県 1.1 -1.2 0.4 0.3 -0.5 -0.7 1.8 -1.5 1.2 0.4 -1.4

愛媛県 1.6 -1.3 -0.1 0.5 -0.2 -0.1 2.5 -2.1 0.3 1.2 -0.4

高知県 1.7 -1.7 -1.1 1.6 0.9 0.2 2.6 -3.9 -0.8 4.5 1.9

福岡県 0.8 -1.5 0.1 0.8 -0.8 -1.1 1.0 -2.1 1.0 1.3 -2.4

佐賀県 1.3 -2.0 0.9 0.0 0.0 -0.6 1.2 -2.6 1.8 0.3 -0.4

長崎県 1.3 -1.7 -0.1 0.3 0.3 -0.5 1.6 -2.6 0.3 1.0 0.1

熊本県 1.7 -1.9 0.3 0.7 -0.4 -0.6 2.2 -3.0 1.1 1.2 -1.1

大分県 1.8 -1.5 -0.2 -0.2 -0.9 0.3 2.7 -2.8 -0.7 -1.0 -1.0

宮崎県 1.3 -2.4 0.5 0.8 -0.7 0.3 1.0 -3.6 1.6 1.1 -0.8

鹿児島県 2.3 -2.0 -0.7 1.2 0.1 0.1 3.3 -3.9 -0.3 3.0 0.5

沖縄県 2.1 -1.6 0.0 -0.5 0.1 -1.6 4.0 -2.1 0.0 -0.5 -1.2



―48―

表４ 基準年別，推計期間別にみた都道府県別ALPE（つづき）
（％）

基準年 1985年 1990年 1995年 2000年 1985年 1990年 1995年 1985年 1985年

推計期間 15年 15年 15年 15年 20年 20年 20年 25年 30年

北海道 2.6 -3.8 1.9 0.4 4.0 -3.6 2.0 5.5 5.9

青森県 0.2 -7.8 3.4 8.1 1.0 -7.6 5.4 2.6 3.3

岩手県 -0.3 -3.7 3.4 6.6 0.6 -2.3 4.9 2.2 2.5

宮城県 1.4 1.4 6.3 3.4 4.5 3.4 8.1 7.0 8.6

秋田県 -0.8 -3.8 3.3 5.5 -0.2 -2.8 5.2 0.9 1.6

山形県 -0.8 -1.6 3.3 3.7 -0.1 -0.1 4.7 1.4 1.8

福島県 0.3 0.5 5.9 6.8 2.0 3.0 11.1 4.3 8.5

茨城県 6.6 6.2 8.8 2.2 12.7 9.5 12.5 17.6 23.2

栃木県 1.6 4.6 3.8 1.7 3.7 7.6 5.8 5.9 8.1

群馬県 3.9 2.7 3.0 1.1 7.0 4.7 4.4 9.8 12.2

埼玉県 5.2 17.2 7.3 -0.7 11.5 23.5 9.0 15.7 19.4

千葉県 9.5 13.5 2.9 -2.1 15.8 17.2 4.4 20.2 25.8

東京都 0.7 -8.6 -17.1 -7.7 -4.1 -14.7 -22.5 -9.9 -14.5

神奈川県 7.5 9.4 -3.7 -2.8 10.4 11.2 -4.5 12.3 15.3

新潟県 -0.3 -1.1 3.7 2.4 0.9 -0.1 5.1 1.6 1.7

富山県 0.9 -0.7 1.3 0.4 1.9 -0.4 1.4 2.5 2.7

石川県 4.0 0.7 1.8 -2.1 6.8 0.7 2.0 8.2 9.4

福井県 5.1 0.1 0.9 1.9 7.8 1.3 1.2 10.6 12.9

山梨県 2.8 1.2 9.8 4.3 6.0 4.8 14.9 10.3 14.9

長野県 1.6 -0.3 5.5 3.7 4.1 1.8 7.9 6.6 8.4

岐阜県 4.6 1.6 3.1 0.3 7.2 3.1 4.4 9.9 12.6

静岡県 3.3 2.9 1.8 -0.5 5.2 4.8 2.6 7.3 9.0

愛知県 1.4 0.5 -3.7 -3.9 1.3 0.0 -5.2 0.6 -0.1

三重県 2.3 1.3 5.0 0.4 4.4 2.9 7.5 6.6 9.1

滋賀県 2.9 2.9 4.5 4.6 6.5 5.2 7.8 9.6 13.7

京都府 2.3 -1.1 -0.9 0.4 3.1 -1.1 -1.5 3.3 3.2

大阪府 3.7 -0.2 -6.3 -3.8 4.3 -1.6 -9.3 3.0 1.5

兵庫県 1.7 2.5 3.3 1.6 3.0 3.8 4.3 3.8 4.4

奈良県 10.9 9.9 11.6 5.1 20.5 15.6 16.5 29.4 39.0

和歌山県 -0.2 -1.4 6.3 3.8 2.1 -0.4 8.3 3.4 4.1

鳥取県 2.1 -1.6 1.0 3.8 3.3 0.1 1.7 5.8 6.7

島根県 4.2 -2.7 1.1 2.7 6.3 -2.2 1.0 8.4 9.0

岡山県 3.7 -1.8 2.0 -1.1 5.1 -1.9 2.4 6.3 7.0

広島県 5.1 1.0 1.4 -2.2 7.7 1.6 0.6 9.4 9.9

山口県 4.5 -2.7 0.4 0.2 6.6 -3.1 -0.1 8.0 8.5

徳島県 1.6 -1.9 3.2 2.8 2.8 -0.8 4.8 4.5 6.0

香川県 3.7 -0.9 1.8 0.0 6.0 -0.6 1.9 7.7 8.6

愛媛県 4.1 -2.1 0.8 1.8 6.1 -1.9 1.0 7.8 9.1

高知県 3.2 -4.3 0.9 7.5 5.4 -3.4 2.4 8.6 11.5

福岡県 2.3 -1.7 1.5 0.9 4.2 -1.7 1.2 5.5 5.5

佐賀県 2.8 -2.4 3.1 0.0 4.2 -1.9 4.0 5.6 6.0

長崎県 2.5 -2.7 1.2 1.0 3.6 -2.0 1.4 4.7 4.6

熊本県 3.6 -3.3 1.9 1.5 5.4 -3.5 2.3 6.7 7.6

大分県 4.1 -3.9 -1.5 -1.1 5.3 -5.2 -1.7 5.6 6.3

宮崎県 1.8 -3.6 2.6 1.9 3.4 -3.9 3.9 4.1 4.9

鹿児島県 4.3 -4.3 0.7 5.1 6.3 -4.1 1.9 8.4 10.4

沖縄県 6.7 -2.6 0.6 -1.7 8.9 -2.8 0.0 10.9 10.9



推計ではその直後に発生した東日本大震災の発生とその後の復興需要の影響により岩手県・

宮城県で過小推計となっている（ただし，宮城県南三陸町24.8％，女川町17.9％では人口

減少が進み過大推計となっている）．福島県の誤差率は-0.1％であった．

図1には推計期間別，5歳階級別，都道府県／市区町村別にみたAPEの中央値・90パー

センタイル値を示している．推計期間が5年から15年では0～4歳のAPEが最も大きく，

次に20～30代となる．30代以上では，APEは低下するものの，80代以降に再び誤差が上

昇する．都道府県推計の0～4歳のAPEの中央値は推計期間5年では4.5％，10年13.1％，

15年23.7％，20年36.5％，25年43.9％と上昇する．0～4歳は出生仮定に関する誤差や推

計時に置いた移動仮定と実際の移動状況との差によってもたらされるほか，郊外化や都心

回帰といった地理空間的な移動トレンドの変化の影響も考えられる．

また，推計期間が長くなると，それ以前の0～4歳の誤差の影響が蓄積されることによ

り，19歳以下の誤差が20～30代の誤差よりも高くなる他，20～30代の誤差のピークが高齢
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図１ 推計期間別，５歳階級別，都道府県／市区町村別にみたAPEの中央値・90パーセンタイル値

注：市区町村の対象地域は表3を参照．



にシフトするといった傾向も読み取れる．20代のAPEの中央値の傾向は推計期間5年か

ら25年の変化は約3％から約6％の変化であり，高齢部分では，推計期間が大きくなるほ

どAPEの中央値の上昇が大きくなり，85歳以上では推計期間5年では2.1％であったもの

が25年では19.3％まで上昇し，近年の高齢者の移動傾向の変化等を反映しているといえる．

市区町村の推計誤差の年齢別の傾向は都道府県の傾向とおおむね同様ではあるが，0～

4歳の誤差よりも20代の誤差の方が高い等，移動が原因と考えられる推計誤差の影響が顕

著にみられる．また，人口規模が小さいほど推計誤差が大きくなり，総じて都道府県推計

よりも誤差は大きい．0～4歳のAPEの中央値は推計期間5年で7.3％，推計期間10年で

は12.8％である．25～29歳では推計期間5年6.5％から推計期間10年では15.6％とAPEの

中央値が上昇する．

3． 推計誤差の精度評価に関する先行研究

Smithetal.（2013）では推計誤差の特徴として，1）推計期間が長い，2）対象となる

地域単位が小さい，3）人口変化が激しい地域，4）年齢別にみると出生や人口移動が大き

く影響する若年層において推計誤差が大きくなる，5）より新しい時期に実施された将来

人口推計の方が，誤差が小さくなりやすいとは一概にはいえない，ということが指摘され

ている．

1）推計期間については，基本的な知見として多くの研究で指摘されており，将来推計

人口の基本的な構造が投影であることを考えるとその後の社会経済の変化が生じることで

推計期間が長くなるほど実績値と過去の推計結果の乖離で測った推計誤差が大きくなりう

ることは想像に難くない（例えば，Murdocketal.1984，Smith1987，SmithandSincich

1988，1991，TaymanandSwanson1996，Taymanetal.2011，Lenze2000，Rayer2008，

山内・小池 2015など）．

2）対象地域の単位については，人口規模が小さくなるほど推計誤差が大きくなると言

い換えることも可能であり 1）と同様多くの知見が存在する（より詳細にはSmithand

Tayman2003，Smithetal.2013など）．人口規模が小さい地域は，小さい変動であって

も誤差率が大きくなりやすく，移動傾向が変化することによって性・年齢別人口の構成が

変化したときに大きな誤差が生じる．

3）人口変化については，人口増加率が高い地域ほど推計誤差が大きくなるとする先行

研究がある（Smith1987，SmithandShahidullah1995，Taymanetal.2011など）．

Taymanetal.（2011）は推計誤差と人口増加率の関係はU字型の関係（二次関数）が観

察され，人口増加率が低い地域と高い地域で推計誤差が大きくなることを明らかにしてい

る．本分析においては人口増加率ではなく，より地域間の人口変動に直接的に影響すると

考えられる直近5年間の純移動率を用い，推計誤差との関係性について検証する．

4）年齢別にみた推計誤差については，山内・小池（2015）では，0～4歳人口や20～

30代で推計誤差が大きくなることが指摘されている．過去のトレンドに概ねしたがってス

ムースに変化する死亡と比べ出生や人口移動は期間変動が著しく，ファミリー層や若者の
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移動傾向の変化に関する誤差が反映されていると考えることができる．

5）推計年次については，推計手法の違い，対象となる地域の人口構造（高齢化の度合

い）や社会経済的環境（好景気・不況），推計基準年におけるイレギュラーな事象の発生

（経済的恐慌，自然災害，戦争・紛争等），さらに本質的に将来に対する不確実性によって

生じるため，その要因を明確にすることには困難が生じることが指摘されている（Chi

2009，Smithetal.2013）．ただし，社人研の推計については，近年になるほど推計誤差

は小さくなる傾向がみられており，少子高齢化による若者人口の減少に伴う移動者の減少

がその要因であると考えられる（山内・小池 2015）．

Ⅲ．分析計画：データと分析課題

1． データ

本分析において用いるデータは，総務省統計局『国勢調査報告』における実績値および

旧厚生省人口問題研究所及び社人研の『地域別将来推計人口』の将来推計値である．都道

府県は1985～2010年基準推計，推計期間は20年までを分析対象とする１）．市区町村につい

ては2000～2010年基準推計，推計期間は15年までを分析対象とする．東京都特別区は区ご

と，政令市は区を合算したものを用いる．市区町村の対象地域数は国勢調査実施時点では

なく，推計結果の公表時点の数である．対象地域数は2000年3,244地域，2005年1,805地域，

2010年1,746地域である．ただし，手法によって分析可能な地域数には若干の変動がある．

詳細は各分析結果の注に記載した．

2． 分析課題

� 推計誤差の空間的自己相関の検証

本稿では上述の通り，ALPEとAPEというやや性格の異なる指標を用いて複合的な推

計誤差の評価を行う．ALPEとAPEについて同様の方法で推計誤差の評価を行う．その

方法を説明する際の数式表記の都合上，両値とも・iと標記する．推計誤差の空間的特性

を検証するために二つの分析課題を設定した．第一の課題は，推計誤差の空間的自己相関

の検証であり，第二の課題は推計誤差の空間的異質性の検証である．

推計誤差の空間的自己相関の検証は，はじめに推計誤差の空間的自己相関を定量化する

モランIの統計量を算出し，次にOLSモデルの推定を行い誤差項と独立変数の空間的自

己相関の検出を行う．最後に空間的誤差モデルを推定することによって空間的自己相関の

有無を評価し，赤池情報量規準AICによるモデルフィットの改善の有無を検証する．

空間的自己相関を定量化するモランのI統計量は，－1から1までの範囲をとり，正の

空間的自己相関は隣接する地域間の数値が近くなる傾向を示し，0は空間的にランダムに

分布，負の空間的自己相関は隣接地域ほど値が異なる傾向を示し，下記のように定義され
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1）推計期間25～30年は1985年基準推計のみ推計誤差が算出可能であるが，回帰モデル分析において推計期間25

～30年が一時点のみの観察となりパラメータを識別できないため，分析から除外した．



る（Moran1950）．

I・
N

・
N
i・1・

N
j・1wij

・
・

N
i・1・

N
j・1wij・・i・・・・・・j・・・・
・

N
i・1・・i・・・・

2

N：都道府県／市区町村の地域数，wij：空間加重行列

モランの I統計量の統計的検定には，一般的に漸近正規性を仮定した Z検定がある

（CliffandOrd1981）．モランのI統計量の期待値E・I・，分散Var・I・を標準化するとZ

値は下記のように定義される．

Z・
I・E・I・

Var・I・・
,E・I・・

・1

N・1
,Var・I・・ E・I

2
・・E・I・

2

Zは漸近的に標準正規分布N・0,1・に従うため，行標準化された空間行列下において空

間的自己相関はないとする帰無仮説の検定を行うことができる．IがE・I・より十分に大

きい（小さい）とき正（負）の空間的自己相関が観察される．

第一の分析課題の検証は空間計量経済学モデルの一つである空間誤差モデル（Spatial

ErrorModel:SEM）による推定によって行う．空間誤差モデルは誤差項どうしの空間的

自己相関をモデル化するものであり，モデルの誤差項が独立変数と空間的自己相関が生じ

る場合，誤差項が独立かつ同一の分布に従うという仮定（i.i.d.）が担保されないという

推定上の問題点に対処することが可能となる（Anselin2005，瀬谷・堤 2014）．

Y・ X・・u

u・・Wu・・

・・N・0,・
2
I・

空間誤差モデルでは，誤差項uに空間的自己相関構造をもつ・Wuを導入している．・

は空間パラメータであり，隣接行列を行基準化した場合，1・・min・1の範囲の値をとる．

Wはn・nの都道府県・市区町村間の隣接行列であり行和で標準化している．隣接行列は

queen型（全方位型）のラグ1（直接隣接する地域がある場合に1，そうではない場合は

0）で都道府県・市区町村ともに設定した（図2）２）．北海道，沖縄県や市区町村の島嶼

部については，必ずしも最近傍の地域と属性が近いとはいえず，最近傍地域との距離もそ

れぞれ異なることから，上記地域は独立した分析対象と仮定し，隣接地域は無しとして隣

接行列を作成した．・は空間的自己相関構造をもたない誤差項である．
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2）隣接行列の型には，bishop型（斜め方位型），rook型（上下方位型），queen型（全方位）があり，一般的

にqueen型が用いられる．また，ラグ（隣接地の数）については，直接的に隣接するラグ1のほかにラグ2

（直接隣接地の隣接地を含む隣接行列）～ラグ5までについて検討した結果，ラグが増えるに従い空間的自己

相関が低下するため，ここではラグ1（直接隣接）とした．



空間パラメータ・の検定は尤度比（Likelihoodrato：LR）検定を行う．尤度比検定は

下記のように定義される．

LR・・2・・・l
・

c・l・c
・・・

l・cは・・0という制約がない状態での集約対数尤度，l・cは・・0という制約下での集

約対数尤度である．LR・が漸近的に自由度1の・二乗分布に従うことを利用する検定で

ある．

回帰モデル全体の適合度を評価する赤池情報量規準（Akaike'sInformationCriterion：

AIC）はAIC・・2lnL・2Kによって定式化され（Lは最大尤度，Kはパラメータ数），

AICが小さいほどモデルの適合度が高いことを示す．

モデルの評価はOLSモデルで推定したときの誤差項の空間的自己相関の有無の検定及

び，・のLR検定結果，赤池情報量規準（AIC）によるOLSモデルとSEMモデルのモデ

ルフィットの比較，推計誤差自体の空間的自己相関の有無によって行う３）．

� 推計誤差の空間的異質性の検証

第二の課題は推計誤差の空間的異質性の検証である．ここで空間的異質性は，具体的に

は空間的非定常性（SpatialNon-Stationarity）を対象とする．空間的非定常性とは，独

立変数と従属変数の間の関係（具体的には，回帰モデルの偏回帰係数）が地域によって異

なることをいう．このような空間的非定常性を検証するためには，地域によって偏回帰係

数が異なることを許容するローカル推定を行う必要があり，地理的加重回帰モデル

（GeographicallyWeightedRegression，以下GWR）によってローカル推定ならびに空

間的非定常性の検定が可能である４）．
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図２ 隣接行列型の種類

3）分析はR3.5.3を使用し，モランのI統計量の算出・検定（moran.test），SEMモデルの推定（errorsarlm）

・検定は（lm.morantest）spdep1.1-3パッケージによって行った．

4） 地理的加重回帰モデルの推定 （gwr.sel,gwr）， F検定 （LMZ.F1GWR.test,LMZ.F2GWR.test,

LMZ.F3GWR.testはspgwr0.6-32パッケージによって行った．



GWRは，対象地域の緯度経度情報を用いて回帰モデルの係数の推定に空間的加重をか

けることで係数の空間的なばらつきを表現するモデルである（Brunsdonetal.1996，

Fotheringhametal.2002）．

通常の回帰モデルは，すべての地点を含んで係数の推定を行うグローバル・モデルであ

り，推定された偏回帰係数はすべての地点で一定であるとする空間的定常性を仮定してい

る．一方，GWRは係数が地点iごとに計算されるローカル・モデルであるため，偏回帰

係数が地点iごとに異なるとする空間的非定常性を仮定している．

通常の回帰モデル（OLS）： ・i・・0・・1・1i・・・p・pi・・i

地理的加重回帰モデル： ・i・・0・i・・・1・i・・1i・・・・p・i・・pi・・i

以下は係数を行列形式で示したものである．通常の回帰モデルの係数の推定値に，位置

iを中心に空間的に加重されたW・i・関数を組み込んでいる．係数にかけられる空間的加

重は距離が遠いほど空間的加重が小さくなる距離減衰関数である．このように，距離減衰

関数によって加重された最小二乗法によって個々の推定値が求められる．

通常の回帰モデルの係数： ・
・
・・X

T
X・

・1
X

T
Y

地理的加重回帰モデルの係数： ・
・
・i・・・X

T
W・i・X・

・1
X

T
W・i・Y

Yはn次元ベクトル，Xはn・p行列，W・i・はn・n対角行列であり，対角要素にi

地域からみた他の地域との距離に応じて減少するwj・i・を配置する空間的加重行列である．

この空間的加重行列においては，対角成分は標本地点iの空間的加重であり，その他の非

対角成分は0である．GWRは空間的加重の分布にカーネル関数を用いていることに特徴

がある．カーネル関数は距離が小さいとき空間的加重が大きくなる距離減衰関数を示すた

め，回帰地点から標本地点までの距離に応じて位置iにかかる空間的加重が変化する．本

分析ではカーネル関数のバンド幅の設定方法には固定型カーネル関数による推定を行った．

また，カーネル関数にはガウス型を用いた．ガウス型カーネル関数は以下のように求めら

れる．

wj・i・・exp・・
1

2・
dij

h・
2

・

wj・i・は標本地点iにかかる回帰地点jからの距離減衰型の空間的加重，dijは回帰地点

jと標本地点iとの距離，hはカーネルのバンド幅を表す．最適なバンド幅を選択するた

めに，モデル比較にはCV（交差妥当化：CrossValidation）を用い，CVが最小となる

バンド幅を最適であると判断する．CVは以下のように求められる．

CV・・i
・・i・・

・
・i・h・・

2
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・
・
・i・h・はバンド幅CVの範囲から除外された位置iにおける予測値・iである．CVが

低いほど，よいモデルフィットであるといえる．

GWRによるモデル推定の評価には，ローカル係数の妥当性の検定があり，ローカル係

数のt検定を行うことができる．

GWRのモデル検定については，Leungetal.（2000）のF（1）からF（3）検定がある．

Leunget.al.（2000）では，GWRのモデル検定量として，OLSとの比較を中心に， 3

種類のF検定による検定量を考案している．

F（1）検定はOLSの残差平方和とGWRの残差平方和（RSS）の比がF分布で近似され

ることを用い，F（1）値が有意に小さければGWRはOLSよりもモデルフィットがよいこ

とを示す．

F・1・・
RSSGWR・・1

RSSOLS・・n・p・1・

nはデータ数，pは推定するパラメータの数・1・tr・・I・L・
T
・I・L・・であり，Iはn番

目の推定値の単位行列，Lはn・nの行列を示す５）．なお，LYはGWRの線型予測を与

えるn次元ベクトルに対応する．

F（2）検定は OLSの残差平方和と OLSから GWRへモデルを変更したときの改善度

（DSS・RSSOLS・RSSGWR）の比がF分布で近似されることを用いる．F（2）値が有意に小

さければOLSとGWRのデータとの適合度に統計的に有意な差がないことを示す．

F・2・・
DSS・v1

RSSOLS・・n・p・1・

v1・ n・p・1・・1を示す．

F（3）検定は，係数ごとに分散分析を行い，F（3）値が大きければ，係数の地域差が統計

的に有意であるということを示す６）．たとえば・kについては以下がF分布で近似される

ことを用いる．

F・3・・
v
2
k・・1

・・
2

v
2
k・

1

n・
n

i・1
・・・ik・

1

n・
n

i・1

・・ik・,・1・tr
・・・・

1

n
B

T・I・
1

n
J・B

・・・・
,・・

2
・

RSS

・1

Jはそれぞれの要素が1であるn・n×の行列を示す．なお，BYが係数推定量を与え

るp次ベクトルに対応する．

これらの3種類のF検定によって，従来の回帰分析（OLS）からの改善度を測定する

ことができる．また，ローカルなモデルの当てはまり具合は測定するローカルR
2
値によっ

て局地的な当てはまりを測定することができる．
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5）Lはx
T
i・X

T
W・i・X・

・1
X

T
W・i・i=（1,2,･･･n）をi行目に配置したもの．ここでxiはXのi行目に対応す

るn次元ベクトルである．

6）Bはe
T
k・X

T
W・i・X・

・1
X

T
W・i・i=（1,2,･･･n）をi行目に配置したもの．ekはk・1が1，それ以外は0の

列ベクトルを示す．



� 推定モデル

推定モデルは，（1）分析課題1の検証として都道府県／市区町村別に推計基準年，推計

期間別に空間誤差モデルの推定を行う．（2）分析課題2の検証として市区町村別に推計基

準年，推計期間別に地理的加重回帰モデルの推定を行う．

共変量は先行研究にならい以下のように設定した．1）基準年の人口規模（対数化）に

ついて線形関数と二次関数を設定した．2）基準年までの5年間の純移動率（絶対値）に

ついて線形関数と二次関数を設定した．3）東京圏（東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県）

は純移動率が経時的に変動しやすく，近年は東京一極集中傾向にあり，時系列では過小推

計になりやすい傾向にあるためダミー変数を用いる．

分析課題1は都道府県及び市区町村において各推計年次について空間的自己相関の検証

を行う．また，分析課題2の空間的異質性の検証では市区町村の緯度経度情報を用いて偏

回帰係数の空間的非定常性の検証を行う．なお，本稿の主目的は分析モデルの選択にある

ことや紙幅の関係から各分析結果表における共変量の推定値は示さない．推計誤差と共変

量との関係は，Ⅱ.2や3でみてきたように，推計期間が長くなるほど，人口規模が小さ

いほど，若年人口が多いほど，人口変化が大きいほど，推計誤差が大きくなるという傾向

は変わらない．その上で，各統計量の検定を通じた空間的特性の検証を行っていきたい．

Ⅳ．分析結果

1. 推計誤差の空間的自己相関の検証（都道府県／市区町村）

分析課題1の検証として，都道府県の結果を表5，市区町村の結果を表6に示した．各

表では，APE及びALPE別に，推計期間，基準年と地域数，最適なモデル選択について

の結果（最小二乗法OLSか空間誤差モデルSEMか），その根拠となる統計量（1）～（4）を

示している．（1）は誤差率に空間的自己相関があるかどうかの統計量と検定結果であり，

統計的に有意であるとAPE，ALPEの空間分布に空間的自己相関があるかどうかがわか

る．さらに，OLSモデルによって誤差率と独立変数との関係に空間的自己相関によるバ

イアスが生じているのかを検定したのが（2）OLS残差が独立変数との間で空間的な自己相

関があるかどうかの検定結果である．その上で，（3）空間誤差モデルの推定結果では，空

間パラメータの統計的検定を通じて空間的自己相関の有無を判断する．最後に，（4）赤池

情報量基準AICによるモデルの適合度を示した．

最適なモデル選択においては，（1）～（3）の検定結果から，（2）の検定結果が統計的に有

意ではない場合は，OLSモデルを最適モデルとし，（3）の検定結果が統計的有意である場

合にはSEMを最適モデルとした．（2）が統計的有意であっても，（3）が統計的有意ではな

い場合は，最適モデルは選択できないとした．

推計誤差分布の空間的自己相関の有無については，APE，ALPEともに都道府県では

推計期間と基準年によってばらつきがあり（表5），市区町村では概ね空間的自己相関が

検出される結果となった（表6）．
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都道府県のAPEモデルでは（表5），1985年基準推計・1990年基準推計について推計

期間が5年・10年については空間的自己相関が検出されるがそれ以外の基準年・推計期間

では検出されないという結果である．ALPEについては，推計期間が5年では1995年基

準推計・2000年基準推計を除き空間的自己相関が検出される他，1985年基準推計・1990年
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表５ 都道府県別APE，ALPEに対する空間誤差モデルによるモデル選択結果

推計期間
（年）

基準年
（地域数）

最適なモデル
（1）誤差率の
空間的自己相関

（2）OLS残差の
空間的自己相関

（3）空間誤差
モデル

（4）赤池情報量
基準AIC

最小二乗法
OLS

空間誤差
モデルSEM

モランのI
統計量

モランのI
統計量

空間パラメータ
λのLR検定

OLS SEM

A
P
E

5

1985年（47） ● 0.463 ** 0.450 ** 0.600 ** 99.7 85.9

1990年（47） ● 0.166 * 0.169 * 0.354 + 100.4 99.3

1995年（47） ● 0.354 ** -0.119 -0.432 100.9 100.3

2000年（47） ● 0.060 0.084 0.141 91.5 92.9

2005年（47） ● 0.261 ** -0.021 -0.040 49.6 51.5

2010年（47） ● 0.046 0.069 0.156 48.8 50.3

10

1985年（47） ● 0.275 ** 0.220 ** 0.385 * 141.2 138.8

1990年（47） ● 0.256 ** 0.250 ** 0.458 * 124.9 120.7

1995年（47） ● 0.390 ** -0.001 -0.006 186.9 188.9

2000年（47） ● 0.138 + 0.197 * 0.262 169.3 168.7

2005年（47） ● 0.082 -0.054 -0.103 116.4 118.2

15

1985年（47） ● 0.105 0.004 0.008 188.2 190.2

1990年（47） ● 0.359 ** -0.066 -0.255 181.4 182.6

1995年（47） ● 0.350 ** 0.045 0.171 234.4 236.0

2000年（47） ● 0.091 0.176 * 0.259 215.6 215.3

20

1985年（47） ● 0.172 * 0.048 0.118 225.2 226.9

1990年（47） ● 0.454 ** -0.022 -0.099 237.2 239.1

1995年（47） ● 0.360 * 0.107 0.368 270.0 269.9

A
L
P
E

5

1985年（47） ● 0.431 ** 0.342 ** 0.475 ** 118.3 111.5

1990年（47） ● 0.402 ** 0.172 * 0.375 + 128.6 127.1

1995年（47） ● -0.046 -0.076 -0.185 123.6 124.9

2000年（47） ● 0.203 * 0.120 + 0.193 109.9 110.8

2005年（47） ● 0.287 ** 0.320 ** 0.503 ** 91.7 84.8

2010年（47） ● 0.140 + 0.207 * 0.438 * 75.0 72.1

10

1985年（47） ● 0.320 ** 0.225 ** 0.407 ** 154.4 151.5

1990年（47） ● 0.369 ** 0.181 * 0.330 + 214.1 213.0

1995年（47） ● -0.034 -0.067 -0.196 197.8 199.2

2000年（47） ● 0.254 ** 0.195 * 0.275 185.2 184.6

2005年（47） ● 0.115 0.165 * 0.294 159.3 158.9

15

1985年（47） ● 0.168 * 0.078 0.177 194.4 195.7

1990年（47） ● 0.273 ** 0.188 * 0.330 + 263.5 262.4

1995年（47） ● -0.023 -0.028 -0.084 240.8 242.7

2000年（47） ● 0.193 0.182 * 0.265 230.0 229.6

20

1985年（47） ● 0.034 0.014 0.033 233.4 235.3

1990年（47） ● 0.200 * 0.163 * 0.299 292.6 292.1

1995年（47） ● -0.009 0.015 0.047 272.4 274.3

有意水準:0.01**,0.05*,0.1+
注：（3）空間誤差モデルの数値は空間パラメータλの値を示している．



基準推計で推計期間10年において空間的自己相関が検出される．その他では，1990年基準

推計・推計期間15年では空間的自己相関が検出されるが，その他の基準年・推計期間では

検出されていない．

市区町村の結果をみると（表6），APEモデル，ALPEモデルともに空間的自己相関

が検出される結果となっている．都道府県よりも小さいレベルでの観察においては，誤差

の正確性（APE），バイアス（ALPE）ともに推計誤差は連続的に分布していることがわ

かる．

このように都道府県の誤差について回帰モデルによって推定を行う場合，都道府県モデ

ルでは推計期間が短い場合はOLSの誤差項が独立変数と空間的自己相関している可能性

があるため，その検定を行った上でモデル選択を行う必要がある．市区町村モデルについ

てはOLSモデルを適用せずにSEMモデルによるモデル誤差項の空間的自己相関の調整

を行った上で適切なパラメータの推定を行うことが可能となる．
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表６ 市区町村別APE，ALPEに対する空間誤差モデルによるモデル選択結果

推計期間
（年）

基準年
（地域数）

最適なモデル
（1）誤差率の
空間的自己相関

（2）OLS残差の
空間的自己相関

（3）空間誤差
モデル

（4）赤池情報量
基準AIC

最小二乗法
OLS

空間誤差
モデルSEM

モランのI
統計量

モランのI
統計量

空間パラメータ
λのLR検定

OLS SEM

A
P
E

5

2000年（3,244） ● 0.074 ** 0.045 ** 0.099 ** 15,148 15,136

2005年（1,804） ● 0.074 ** 0.046 ** 0.133 ** 7,712 7,703

2010年（1,682） ● 0.108 ** 0.092 ** 0.214 ** 7,008 6,976

10
2000年（3,244） ● 0.111 ** 0.089 ** 0.197 ** 18,933 18,877

2005年（1,795） ● 0.103 ** 0.095 ** 0.232 ** 9,866 9,827

15 2000年（3,232） ● 0.130 ** 0.119 ** 0.280 ** 23,022 22,912

A
L
P
E

5

2000年（3,244） ● 0.093 ** 0.081 ** 0.172 ** 17,067 17,023

2005年（1,804） ● 0.132 ** 0.070 ** 0.188 ** 8,848 8,826

2010年（1,682） ● 0.133 ** 0.101 ** 0.241 ** 8,124 8,084

10
2000年（3,244） ● 0.205 ** 0.162 ** 0.330 ** 20,674 20,495

2005年（1,795） ● 0.204 ** 0.122 ** 0.292 ** 10,874 10,809

15 2000年（3,232） ● 0.214 ** 0.176 ** 0.379 ** 24,190 23,963

有意水準:0.01**,0.05*,0.1+
注：対象地域については，表5を参照．
（3）空間誤差モデルの数値は空間パラメータλの値を示している．



2. 推計誤差の空間的異質性の検証（市区町村）

分析課題2は（表7），推計誤差と独立変数との関係が地域によって異なるという空間

的異質性（空間的非定常性）の検証が目的である．表7には，APE及びALPE別に，推

計期間，基準年と地域数，最適なモデル選択についての結果（最小二乗法OLSか地理加

重回帰モデル GWRか），その根拠となる統計量（1）～（4）を示している．F検定は，

（1）GWRモデルがOLSよりもモデルフィットがよいか，（2）OLSモデルからGWRモデ

ルへの改善度がないかどうか，（3）共変量の偏回帰係数が地域によって異なるかどうかに

ついての検定結果であり，（4）はOLSモデルとGWRモデルの赤池情報量基準によるモ

デルの適合度を示した．

最適なモデル選択では，F（3）検定結果を基に判断しており，空間的非定常性が認めら

れない場合はOLSモデルが最適なモデルとなる．

GWRモデルによる推定を行った結果，APEモデルでは，2010年基準推計（推計期間

5年），2000年基準推計（推計期間10年，15年）においては，F（1）検定においてGWRモ

デルの方がOLSモデルよりもモデルが改善するという結果が得られているが，F（3）検定

では地域によって偏回帰係数が異なるとする空間的異質性（空間的非定常性）は棄却され

ており，偏回帰係数の地域差は認められないという結果であった．

したがって，推計誤差の規定要因について回帰モデルを用いて推定する場合，地理加重

回帰モデルのようなローカル推定ではなく，分析課題1にあるような空間誤差モデル等の

空間隣接行列による調整を行った上でのグローバル推定が適切であるといえる．
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表７ 市区町村別APE，ALPEに対する地理加重回帰モデルによるモデル選択結果

推計期間
（年）

基準年
（地域数）

最適なモデル
F（1）検定

Leungetal.（2000）
F（2）検定

Leungetal.（2000）
F（3）検定

Leungetal.（2000）
（4）赤池情報量基準

AIC

OLS GWR GWR>OLS GWR≠OLS
空間的
非定常性

OLS GWR

A
P
E

5

2000年（3,244） ● 1.000 2.869 * No 15,148 15,140

2005年（1,804） ● 0.980 6.193 ** No 7,712 7,342

2010年（1,682） ● 0.916 * 4.344 ** No 7,008 6,842

10
2000年（3,244） ● 0.949 + 2.990 ** No 18,933 18,734

2005年（1,795） ● 0.976 4.619 ** No 9,866 9,811

15 2000年（3,231） ● 0.940 * 3.304 ** No 22,856 22,784

A
L
P
E

5

2000年（3,244） ● 1.000 2.587 * No 17,067 17,059

2005年（1,804） ● 0.997 6.542 ** No 8,848 8,834

2010年（1,682） ● 0.970 5.496 ** No 8,124 8,061

10
2000年（3,244） ● 1.000 2.303 * No 20,674 20,666

2005年（1,795） ● 0.991 4.722 ** No 10,874 10,847

15 2000年（3,231） ● 0.896 ** 4.281 ** No 23,879 23,793

有意水準:0.01**,0.05*,0.1+
注：GWRモデルの推定は固定型カーネル加重による．
対象地域については，表5を参照．推計年2000年推計期間15年では，小笠原村は推定されたカーネル加重
関数をもとにしたローカルパラメータが推定できないため，分析から除外した．



Ⅴ．結論と展望

本稿は地域推計の推計誤差に空間的自己相関及び空間的異質性の検証を行うことで，回

帰モデルを用いた推計誤差の評価研究に手法的改善を提案することが目的であり，これま

での地域推計の誤差率の傾向について整理するとともに，推計誤差の空間的特性に着目し

た分析を行った．とくに推計誤差の空間的特性の評価を行うために，空間誤差モデル，地

理的加重回帰モデルなど空間的特性に着目した空間計量経済学モデルを用いて検証を行っ

た．

推計誤差の空間的特性に関する2つの分析課題を設定し統計的検定による分析を行った

結果，（1）推計誤差の空間的自己相関は都道府県では特定の基準年と推計期間によっては

部分的に検出されるに留まったが，市区町村では全ての基準年・推計期間において空間的

自己相関が検出された．市区町村の推計誤差について回帰モデルで精度検証を行う場合，

空間誤差モデルを用いるなど空間的隣接行列による推定値の調整が必要になることが明ら

かとなった．都道府県別の誤差分布をみると，東京都や奈良県など特異な誤差分布を持っ

た地域があることで空間的自己相関の検出が推計基準年や推計期間によって異なり，とり

わけ推計期間が長くなるにつれて東京都の過小傾向が拡大するなど特異な結果がみられる

ことが影響しているものと考えられる．1990年推計基準でみたAPEの中央値は前後の推

計に比べて大きく出やすいが，推計期間が長くなるにつれて誤差率が前後に比べて低くな

るなど推計に用いた仮定の影響が空間的自己相関の検出方法にも影響していることが示唆

される．

（2）市区町村の推計誤差と共変量との関係は地域によって異なるとする偏回帰係数の空

間的異質性については，一部のモデルでモデルフィットが改善する場合があるが，偏回帰

係数の地域分布は検出されなかったことから，ローカル推定を行う必要はないことがわかっ

た．

社人研の地域推計の推計誤差の特徴は，基本的属性からみると人口規模が小さくなるほ

ど誤差率が高くなる傾向であること，東京圏を中心とする大都市圏では誤差は小さいもの

の過小推計になる傾向が観察され，奈良県などの特定の県の中山間地域など小規模な地域

では過大推計になることが明らかとなった．また推計誤差の空間的特性は，都道府県では

推計期間が短い場合に検出され，市区町村別の誤差分布では明確な空間的自己相関が存在

することが明らかとなった．

地域別将来推計人口の将来の仮定値について，出生率（子ども女性比）と死亡率（生残

率）は全国値との相対的較差から全国将来推計人口の仮定値を用いて将来の仮定値を作成

していることから，基準年時点の空間的特性を将来まで保持するような仮定値設定を行っ

ている．したがって全国将来推計人口の仮定値の誤差部分と将来の仮定値に関する地域分

布の変化分によって将来の誤差が生じるため，推計誤差の空間的特性にも影響を与える可

能性がある．
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社人研が平成30（2018）年に公表した「平成30年推計」では，移動率の仮定値設定が多

地域モデル（プールモデル）に変更された．このような手法的な変更に伴い，これまで純

移動率モデルにおいて設定されていた将来的に純移動率が縮小される仮定から，将来にわ

たり移動傾向が原則として一定となるような仮定に変更されている（国立社会保障・人口

問題研究所 2018）．さらに，プールモデルにおいて転入数の推計に用いている配分率の仮

定には，「他地域の人口分布の変化を考慮した係数」と「推計対象地域の人口が全国人口

に占めるシェアの変化を考慮した係数」を導入しており，これまでみられた東京圏の過小

推計や奈良県の過大推計傾向が縮小される可能性がある．誤差率の年齢別分布は移動率の

年齢パターンに似た形状を示すことから，移動率の仮定値設定の考え方は誤差率の変動と

大きく関係している．今回の推計結果が2020年以降の総人口の変動とどのように関わって

くるのかについて継続して分析を行っていくことで，次回以降の地域推計の仮定値設定の

在り方に対する知見を蓄積することが可能となるであろう．

（2020年1月12日査読終了）
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参考図 基準年別，推計期間別，人口規模（３区分）別，5歳階級別，市区町村のALPEの

10パーセンタイル値・中央値・90パーセンタイル値
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参考図 基準年別，推計期間別，人口規模（３区分）別，5歳階級別，市区町村のALPEの

10パーセンタイル値・中央値・90パーセンタイル値 つづき
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AnEvaluationoftheAccuracyofRegionalPopulationProjections:
InvestigationontheSpatialCharacteristicsintheProjectionErrorRates

usingRegressionModels

KAMATAKenji,KOIKEShiro,SUGAKeitaandYAMAUCHIMasakazu

Inthispaper,weevaluatetheaccuracyof"TheRegionalPopulationProjections"conducted

bytheNationalInstituteofPopulationandSocialSecurityResearch.Theprojectionsincludetwo

typesoferrorrates(APE,ALPE)thatareusedtoanalyzespatialandtimeseriescharacteristicsof

errorratesusingaregressionmethod.Inthispaper,weanalyzetheprojectionsconductedon

base-populationsfrom1985to2010forprefectures,andfrom2000to2010formunicipalities.

Wefoundthaterrorrateshavehadthetendencytodecreaseinrecentprojections,dueto

decliningbirthratesandpopulationaging,andthattheerrorratestendtoincreaseforsmaller

base-populations.Inmetropolitanareas,theerrorratestendtobeunder-projected,whereasthey

becomeoverprojectedforsmalllocalgovernmentsinnon-metropolitanprefecturessuchasthe

NaraPrefecture.

Wefoundsalientfeaturesinspatialcharacteristicsoferrorratesintwoaspects:(1)spatial

autocorrelationoftheerrorratesweredetectedinprefecturalmodelswhentheprojectedperiodwas

short,whichtheywereformunicipalmodelsingeneral.Therefore,itisnecessarytousespatial

econometricmodels,suchasthespatialerrorcomponentmodel,whenevaluatingtheerrorratesat

municipallevelsinregressionbasedevaluations.(2)Wedidnotdetectspatialheterogeneityinthe

regressioncoefficients.Onaccountofthis,therewasnoneedtoemploylocalestimationtechniques

intheevaluationofpopulationprojectionerrorsforJapaneseprefecturesandmunicipalities.

【KeyWords】RegionalPopulationProjections,Projectionerrors,SpatialAutocorrelation,Spatial

Heterogeneity


